
＜庁内体制の確立＞
・取組みの方向性の確認（首長含む）
・部署間連携の強化 等
＜関係機関との連携＞
・福祉避難所協議会
・あったかふれあいセンター
・区長、民生委員 等

取組の経緯、作成に向けた決意
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平成19年度～
「①要援護者台帳」の取組みを実施
⇒対象者・・・１人暮らしで見守りが必要
な方、移動に支援が必要な方、認知症 等

＜民生委員が調整＞
登録者数（平成27年11月5日現在）
登録者数 538 名

情報共有
区長・民生委員・自主防・消防団・警
察署(駐在所)・消防署・社協

平成26年度～
「②避難行動要支援者名簿」の整備
⇒対象者・・・要介護３以上、障害者手帳
２級以上、精神障害者手帳所持 等

＜地域が中心＞
対象者数（令和4年3月1日現在）
避難行動要支援者 237 名

情報共有
区長・民生委員・自主防・消防団・警
察署(駐在所)・消防署・社協

個別避難計画の作成

更新ができていない
情報が古い 等

【①と②を整理し、名簿を一本化】
＋



取組のポイント（アピールポイント、力を入れた点、取組の重点など）
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【福祉避難所協議会との連携】
町内の福祉事業者（高齢、障害、子どもなど）が集まり、災害時要配慮者支援につい

ての協議の場がある。
福祉避難所協議会の中で個別避難計画についての協議を行い、各福祉避難所に避難す

る方の情報を事前に提供することとした。また、各福祉避難所ごとに個別避難計画につ
いて協議を実施した。
【町内６か所にある地域福祉拠点（あったかふれあいセンター）の活用】
地域福祉の拠点を町内に6か所整備し年間延べ20,000人の町民の利用がある。地域の支

え合いの仕組みづくりを目的に介護予防やフレイル対策、個別の課題から地域課題を見
つけ資源づくりを行っている。また、各拠点にコーディネーターを配置している。
訪問時にあったかふれあいセンター職員に同行してもらい、聞取りを実施。また、行

政が未把握の方の発掘を行った。
あったかふれあいセンター関係者に対して研修等を実施し、来年度から個別避難計画

の作成や更新を依頼。

＜庁内体制の整備＞ ＜関係機関との連携＞

【庁内体制】
・首長をはじめ、福祉部局及び防災部局と協議を実施。
・全庁をあげ取り組みを行う。
（例：予測災害時の行政移送(課室単位)）



令和３年度末時点での課題
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・行政が収集できる情報の限界
⇒心身の状況等は机上ではシステム等で確認ができる。しかし、環境状況や家族の
状況等は把握が難しい。
・マンパワー不足
⇒訪問による心身の状況、住環境、地域環境の確認に人手がかかる。

【課題】

【対応】
・福祉専門職の参画（ケアマネージャー、相談支援専門員）
⇒ケアマネ連絡会等で行政による説明。取組や現状、報償費の発生等
⇒来年度から個別避難計画の作成（更新）を実施
・あったかふれあいセンターとの連携
⇒既存の訪問活動にあわせて、情報収集
⇒防災×福祉（防災の側面、福祉の側面それぞれからのアプローチ）

令和４年度 土砂災害警戒区域の居住者の個別避難計画の作成
令和５年度～ 津波浸水域の居住者の個別避難計画の作成



＜個別避難計画の検証＞

＜個別避難計画の作成（更新）＞

＜同意書の取得＞

＜関係機関との連携＞

＜庁内の体制確立＞

個別避難計画作成のプロセス
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・福祉部局や防災部局の連携
・全庁的な取組みとする
※黒潮町では各課室に移送支援を依頼

・社協や福祉専門職の参画による該
当者へのアプローチ
・実効性のある個別避難計画の作成
のために

・名簿配布や個別避難計画作成の同
意の取得
・無反応の方へは福祉専門職や地域
の協力を得てアプローチ

・該当者と顔を合わせて話し合う
・福祉専門職と連携して作成（地域
も巻込む）

・計画に基づいて訓練を実施
・課題等を検証し、改定を重ねて
『より実効性のある』計画に

《検証と更新》
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